
成 果

１. チェルノブイリ医療協力と分子疫学調査研究

����年４月��日未明に爆発炎上したチェルノブイリ原

子力発電所４号炉の大惨事は, 人類史上最悪の健康・環

境・社会影響を与えている｡ 本���活動の成果として,

ベラルーシ共和国, ロシア連邦, ウクライナ国に拡がる

放射能汚染地域の医療協力を海外拠点と連携して活動し,

内部被ばくによる小児甲状腺がんの頻度が極めて高いこ

とを明らかにした｡ 放射性ヨウ素は甲状腺に選択的に集

積し, 原発事故後の内部被ばくを引き起こす原因となり,

放射性ヨウ素による内部被ばくの場合でも外部被ばくと

同様の甲状腺がん発症リスクがあることを国際疫学合同

調査で証明した (図１)｡ さらにチェルノブイリ周辺で

は事故当時０歳から�	歳の子供たちに集中して甲状腺が

んが多発し, その発症年齢が年を追うごとに高まり現在で

はその大半は�	歳以上の青年期にピークが移動している｡

今後の長期調査研究の基盤として小児甲状腺がん手術後

の追跡調査や臨床データの取り纏めを行った｡
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�������� �) をロシア,ウクライナの海外共同研究拠点

に国際機関と共同して設立管理し, 貴重な生体試料を用

いた共同研究を推進した｡ その結果, 放射線感受性の高

い乳幼児が事故後５年以降から小児甲状腺がんを発症し,

その遺伝子異常は!"#二重鎖切断による再配列異常が

主因であり, 成人発症の甲状腺乳頭がんに特異性が高い

���$点突然変異が少ないことを分子生物学的研究成果

として見出した｡ この潜伏期の違いで惹起される放射線

誘発甲状腺乳頭がんの発症分子機構を, 細胞周期調節と

!"#損傷修復機構や遺伝子不安定性に着目し分子生物

学的に検索した｡ さらに放射線分子疫学調査の結果から,

甲状腺がん発症に関する標的遺伝子多型の特徴を一部明

らかにした｡ 一方, 骨髄被ばく線量ははるかに低く, 白

血病などの血液疾患のリスク増加はこれら放射線降下物

の影響を受けた周辺住民%		万人では観察されていない｡

ベラルーシ国内の医療情報・医学教育ネットワークを構

築し, 長崎大学との間にインターネットを活用した遠隔

医療 (���� �&����) を開通させ, �			例近い症例の
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海外放射線被ばく者集団への医療協力と学術調査研究, 人材交流事業を推進し, 放射線誘発疾患の臨床ならび

に分子疫学調査を行った｡ 放射線誘発甲状腺がんを中心とする基礎・臨床研究の成果を世界に公表すると同時に,

世界保健機関 (WHO) との各種共同プロジェクトを完成させ, 遠隔医療診断支援と緊急被ばく医療ネットワー

クの構築に貢献した｡ 旧ソ連邦を中心とする海外研究拠点と連携した共同研究を推進し, 被ばく医療専門分野の

人材育成を行った｡ ｢放射線による人体影響｣ の総括会議を, WHOにおいては原爆60周年記念事業として, ま

たチェルノブイリ事故20周年記念事業を欧州各地において共催し, 被ばく医療の新知見を長崎から世界に発信した｡

図１. 小児甲状腺がん症例対照調査の結果｡ �'�例のチェルノブイリ小児甲状腺がん症例と�(		例の対照症例の甲
状腺内部被ばく線量(横軸)とオッズ比(縦軸)｡ ４つの異なる被ばく線量推定モデルとオッズ比の関係を表示｡
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診断支援や相談に応じている (詳細は別途��������	


�	��������������の成果参照)｡ 海外における原発

事故や放射線災害時の対応策として, 各種緊急被ばく医

療ネットワークへ参画するとともに, ���の緊急被ばく

医療事業 (���������������������	������������

������������������� ���!������)にも積極的

に協力し, 国内外の連携を強化しつつある｡

２. セミパラチンスク医療科学調査研究

カザフスタン共和国セミパラチンスク核実験場周辺の

予備調査を基に, "###年から５年間$%��セミパラチン

スク地域医療改善計画プロジェクトを遂行しながら現地

のインフラ整備と, 共同研究を開始した｡ 特に成人がん

検診の立ち上げ運用と収集診療情報の管理維持への技術

支援を行い, その結果３万人のがん検診情報が整備され

た｡ 同時に遠隔医療診断支援と教育研修事業を行った｡

研究活動は, 甲状腺疾患とヨウ素不足の関係解明から各

種疾患の遺伝子レベルの病態解析, 分子病理学的共同研

究を推進しそれらの学術業績を公表した｡ 一方, 被ばく

線量評価が困難である為, 放射線リスク評価は不首尾で

あったが, 病理組織標本の収集解析と, 研修受け入れ指

導や人材交流事業が順調に行われた｡

３. 国際共同研究プロジェクト

旧ソ連における共同研究拠点とは学術交流協定を締結

後, 定期的な人材交流や共同研究が推進され, 最大規模

の低線量放射線被ばく集団を有するチェルノブイリとセ

ミパラチンスクを中心に放射線医療科学研究が総合的に

推進され, 卓越した研究成果を挙げることができた (図

２)｡ 本���が世界の甲状腺がん研究の最先端に位置し,

上記旧ソ連の被ばく医療への貢献と実績が評価され,

���メンバーが"##&年'"月から２年間���ジュネー

ブ本部へ派遣され世界の放射線プログラムについて主導

性を発揮した｡ その結果, 海外での本���事業紹介や

放射線と健康プログラムが幅広く展開された｡ "##(年９

月には原爆)#周年記念事業として���本部において初

の原爆健康影響を総括した｡ "##)年４月にはチェルノブ

イリ"#周年記念事業に合わせて, アメリカ放射線防護対

策委員会, ベラルーシ (ミンスク, ゴメリ) 国際会議,

ウクライナ (キエフ) 国際会議, ７月スイス・フランス

内分泌合同セミナー, ''月日独ベルリンセンターシンポ

ジウムなどで放射線の人体影響の取り纏めを行った｡ こ

れら���活動実績は各種報告書や学術論文, 学会抄録

に日英露の各言語で幅広く公表された｡

一方, 国内でも"##&年''月第&*回日本放射線影響学会

が長崎大学で主催され, 広島大学との���共同シンポ

ジウムが初めて開催され, その後の年次総会時へも継承

され, 新たな大学間連携事業へと発展している｡ さらに

放射線総合医学研究所, 放射線影響研究所との連携も締

結され, 海外拠点と同様に国内における放射線影響研究

の幅広い共同研究の推進が図られている｡

以上, 旧ソ連における放射線被ばく集団への医療協力

と放射線リスク評価の調査研究推進の中で, 被ばく医療

という特殊な領域における後継者の人材育成が十二分に

推進された｡ 加えて欧米の放射線基礎生命科学の先端研

究拠点とも順調に共同研究が展開されたことで, グロー

バル���プログラムへと継承される放射線医療科学国

際コンソーシアムが完成した｡ 今後とも, 包括的な 『被

ばく医療学』 の確立が不可欠であり, 科学的研究基盤の

強化と人材育成, そして更なる社会貢献が必要とされる｡
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図２. 旧ソ連邦放射能汚染地域における海外教育研究拠点と共同研究成果のまとめ｡ ベラルーシ, ロ
シア, ウクライナに加えて��������	
��,�-���事務局がある.�,����	��������������/
.������と���0���1�を中心にチェルノブイリ共同研究プロジェクトを推進し, 同時にセミ
パラチンスクの現地医科大学ならびに関係機関との共同事業を推進｡


